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(1)⾰新的技術による再⽣可能エネルギーの供給拡⼤

現在 2015年 2020年 2030年

【社会像】

【⽬ 標】

【社会実装に向けた取組】
□再⽣可能エネルギーシステム設置・保安等に関する環境及び規制制度の整備
□国際競争⼒強化に係る技術基準、認証システム等の国際標準化の推進
□社会的受容性確保に関する取組の推進

エネルギー(1)

クリーンな再⽣可能エネルギーを最⼤限に
利⽤する社会

再⽣可能エネルギー普及のための技術課題の解決
・2018年を⽬途に浮体式洋上⾵⼒発電の実⽤化
・2030年以降に太陽光発電のコストを7円/kWh未満に

＜浮体式洋上⾵⼒発電システムの開発＞

【主な取組】

中間段階において達成しておくべき姿（2020年頃）
□コスト低減等によって低コスト化した再⽣可能エネルギーの順

次実⽤化・普及拡⼤
□再⽣可能エネルギー普及拡⼤を⽀える環境整備
－FITの安定運⽤・環境アセスメント迅速化・送電網等

□ 要素技術開発
－⼩規模〜中規模発電技術の蓄積
－⼤型化、軽量化の推進
－塩害等への耐久性向上
－構造設計の検証
－浮体式システムの施⼯技術開発
－発電制御技術の開発

□ 運⽤⼿法の要素技術開発
－環境影響評価等の技術的⼿法の検討
－監視・アクセス・メンテナンス技術の開発

□ 環境整備
－実証の継続・フィールドの拡充

□ 要素技術開発
－コスト低減に向けた開発

□ 実⽤化技術開発
□ 運⽤⼿法の実⽤化技術開発
□ 国際標準化策定主導・国際競争⼒確保

□ 要素技術開発
－コスト低減に向けた開発

□ 電⼒系統との協調に向けた技術開発
□ 国際標準化策定主導・国際競争⼒確保
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(1)⾰新的技術による再⽣可能エネルギーの供給拡⼤

現在 2015年 2020年 2030年

エネルギー(1)

【主な取組】
（続き）

□ 要素技術開発
－既存太陽光発電の抜本的効率向上、ｺｽﾄ低減
（Si系、CIS系等）

－次世代太陽光発電の技術開発
（有機系、量⼦ドット、ナノワイヤー系等）

□ 国際標準化策定主導・国際競争⼒確保

□ 要素技術開発（14円/kWhの達成）
－既存太陽光発電の抜本的効率向上、ｺｽﾄ低減
（Si系、CIS系等）

－次世代太陽光発電の技術開発・実⽤化
（有機系、量⼦ドット、ナノワイヤー系等）

□ 国際標準化策定主導・国際競争⼒確保

□ 要素技術開発（7円/kWhの達成）
－既存太陽光発電の抜本的効率向上、ｺｽﾄ低減

（Si系、CIS系等）
－次世代太陽光発電の技術開発・実⽤化

（有機系、量⼦ドット、ナノワイヤー系等）
□ 国際標準化策定主導・国際競争⼒確保

＜太陽光発電システムの開発＞

□ 要素技術開発
□ 実⽤化技術開発
□ 運⽤⼿法の技術開発
□ 環境整備

○世界に先駆けて浮体式洋上⾵⼒発電の実⽤化（2018年を⽬途）
○太陽光発電システムのコスト低減（2030年以降に7円/kWh未満）【関連指標】

□ 要素技術開発
□ 実⽤化技術開発
□ 運⽤⼿法の技術開発
□ 国際標準化策定主導・国際競争⼒確保
□ 環境整備

＜その他再⽣可能エネルギーシステム（地熱・波⼒・海洋温度差等）＞
□ 要素技術開発
□ 実⽤化技術開発
□ 運⽤⼿法の技術開発
□ 国際標準化策定主導・国際競争⼒確保
□ 環境整備
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(2)⾼効率かつクリーンな⾰新的発電・燃焼技術の実現

現在 2015年 2020年 2030年

【社会像】

【⽬ 標】

【社会実装に向けた取組】
□実⽤化に際しての推進法制度及び許認可制度等の整備
□国際競争⼒強化に係る技術基準、認証システム等の国際標準化の推進

エネルギー(2)

発電技術の⾼度化による、経済成⻑と環境
負荷低減を両⽴した社会

⾰新的⾼効率発電・燃焼システムの実⽤化と
⼆酸化炭素回収・貯留技術の適⽤
□定置⽤燃料電池の効率と耐久性の向上
□⼆酸化炭素回収・貯留技術の実⽤化

【主な取組】

中間段階において達成しておくべき姿（2020年頃）
□⽕⼒発電
－1700℃級ガスタービンと先進超々臨界圧⽕⼒発電の実⽤化

□燃料電池
－燃料電池の機能向上

□⼆酸化炭素回収・貯留技術
－⼀貫システムの実⽤化

□ 要素技術開発
－⽕⼒発電の⾼温化技術の開発
（⾼温ｶﾞｽﾀｰﾋﾞﾝ技術、⾼耐熱材料開発 等）
－⽯炭ガス化技術の開発
－燃料電池複合化の要素技術開発

□ 運⽤⼿法の開発

□ 実⽤化技術開発
－1700℃級ガスタービンの技術開発
－⽯炭ガス化複合発電の技術開発
－先進超々臨界圧⽕⼒発電の実⽤化

□ 運⽤⼿法の開発

□ 実⽤化技術開発
－天然ガス⽕⼒の燃料電池・ｶﾞｽﾀｰﾋﾞﾝ複合

発電の技術開発
－⽯炭ガス化燃料電池複合発電の技術開発

（続く）

＜⾼効率⽕⼒発電の開発＞
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現在 2015年 2020年 2030年

エネルギー(2)

【主な取組】
（続き）

□ 要素技術開発
－固体⾼分⼦型燃料電池の部材・製造技術

開発（コスト低減、耐久性向上等）
－固体酸化物型燃料電池の部材・製造技術

開発（コスト低減、耐久性向上等）
□ 実⽤化技術開発
－固体⾼分⼦型燃料電池⾃動⾞の開発
－固体酸化物型燃料電池の産業⽤システムの

開発（ガスタービン発電との複合等）

【関連指標】

＜燃料電池の開発＞
□ 要素技術開発
－固体⾼分⼦型燃料電池の部材・製造技術開

発（コスト低減、耐久性向上等）
－固体酸化物型燃料電池の部材・製造技術開

発（コスト低減、耐久性向上等）

(2)⾼効率かつクリーンな⾰新的発電・燃焼技術の実現

□ 要素技術開発
－⼆酸化炭素分離回収の既存・新規技術開発
－施⼯技術の開発

□ 実⽤化技術開発
－⼀貫システムの実証フィールド着⼯

□ 運⽤⼿法の技術開発
－環境影響評価等の技術的⼿法の検討
－監視・メンテナンス技術の開発

□ 要素技術開発
－コスト低減のための技術開発

□ 実⽤化技術開発
－⼤規模実証（地中貯留）

□ 運⽤⼿法の技術開発
－環境影響等の評価⼿法の確⽴
－監視・メンテナンス技術の開発

□ 要素技術開発
－コスト低減のための技術開発

□ 実⽤化技術開発
－⼆酸化炭素分離・回収・貯留技術の実⽤化

＜⼆酸化炭素回収・貯留技術の開発＞

□ 要素技術開発
－固体⾼分⼦型燃料電池の部材・製造技術開

発（コスト低減、耐久性向上等）
－固体酸化物型燃料電池の部材・製造技術開

発（コスト低減、耐久性向上等）
□ 実⽤化技術開発
－固体酸化物型燃料電池の産業⽤システムの

開発（ガスタービン発電との複合等）
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○1700℃級ガスタービンと先進超々臨界圧⽕⼒発電の実⽤化（2020年頃まで）
○燃料電池の効率と耐久性の向上
○⼆酸化炭素分離・回収・貯留技術の実⽤化(2020年頃までに)



(3)エネルギー源・資源の多様化
【社会像】

【⽬ 標】

【社会実装に向けた取組】
□海底環境の影響評価実施
□海洋資源開発を⽀える環境整備（活動拠点整備、海洋権益の保全等）

エネルギー(3)

エネルギー⾃給率の向上とエネルギーセキュリ
ティが確保された社会
エネルギー源の多様化実現への貢献
□メタンハイドレートについては、平成30年度を⽬途に、商業
化の実現に向けた技術の整備を⾏う。その際、平成30年
代後半に、⺠間企業が主導する商業化のためのプロジェク
トが開始されるよう、国際情勢をにらみつつ、技術開発を進
める。

□次世代海洋資源開発技術の確⽴
□⾰新的触媒技術により⽯油利⽤量を削減

中間段階において達成しておくべき姿（2020年頃）
□メタンハイドレート
－2018年度を⽬途に商業化の実現に向けた技術を整備

□⾰新的触媒技術
－要素技術の確⽴
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現在 2015年 2020年 2030年
【主な取組】

（続く）

＜メタンハイドレート＞
□ メタンハイドレートの海洋産出試験による⽣産

技術等の実証
□ 賦存海域・賦存量のより詳細な把握
□ ⽣態系などへの環境影響評価等の実施

□ メタンハイドレートの商業化の実現に向けた技
術の整備（2018年度⽬途）

□ 国際情勢をにらみつつ、⺠間企業主導による
商業化のためのプロジェクト開始に向けた技術
開発の継続

□ 要素技術開発
－調査技術開発（⽔中⾳響、有⼈・無⼈探査機等）
－⽣産技術開発（設備⼤型化、コスト低減 等）
－実フィールドでの調査・⽣産・輸送システム実証
－フィールド試験からの産出結果の分析

□ 活動拠点の開発
－特殊条件下での港湾施設整備技術の確⽴

□ 運⽤⼿法の開発
－環境影響評価、資源量評価等の⼿法確⽴

□ 要素技術開発
－調査技術開発（⽔中⾳響、有⼈・無⼈探査機等）
－⽣産技術開発（設備⼤型化、コスト低減 等）
－実フィールドでの調査・⽣産・輸送システム実証
－フィールド試験からの産出結果の分析

□ 活動拠点の開発
－残渣処理等全体システムの整備と利活⽤

□ 運⽤⼿法の開発
－環境影響評価、資源量評価等の⼿法確⽴

□ 要素技術開発
－調査技術開発（⽔中⾳響、有⼈・無⼈探査機等）
－⽣産技術開発（設備⼤型化、コスト低減 等）
－実フィールドでの調査・⽣産・輸送システム実証
－フィールド試験からの産出結果の分析

□ 活動拠点の開発
－残渣処理等全体システムの整備と利活⽤

□ 運⽤⼿法の開発
－環境影響評価、資源量評価等の⼿法確⽴

＜次世代海洋資源開発技術（海底熱⽔鉱床等）＞



現在 2015年 2020年 2030年

エネルギー(3)

【主な取組】 （続き）

(3)エネルギー源・資源の多様化

□ 要素技術開発
－光触媒開発
－⽔素分離膜開発
－⼆酸化炭素資源化触媒開発
－重質油等⾼度対応処理技術開発

□ 要素技術開発
－光触媒ｴﾈﾙｷﾞｰ変換効率３％到達
－⽔素分離膜ﾓｼﾞｭｰﾙ仕様化
－投⼊した⽔素または⼆酸化炭素由来の炭素

のオレフィン導⼊率80％
－重質油等⾼度対応処理技術開発

□ 実⽤化技術開発
－⼈⼯光合成プロセスの開発

□ 要素技術開発
□ 実⽤化技術開発
－同技術を実⽤化

＜⾰新的触媒技術＞

＜バイオ燃料＞
□ 要素技術開発
－微細藻類由来の燃料製造技術開発
－セルロース系由来の燃料製造技術開発

□ 実⽤化技術開発
－セルロース系由来燃料の⽣産システム開発

□ 要素技術開発
－微細藻類由来の燃料製造技術開発
－セルロース系由来燃料の製造コスト低減

□ 実⽤化技術開発
－バイオエタノール⽣産設備の拡⼤・整備

□ 要素技術開発
－微細藻類由来の燃料製造技術開発
－セルロース系由来燃料の製造コスト低減

□ 実⽤化技術開発
－ バイオエタノールの⽣産規模拡⼤
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(4)⾰新的デバイスの開発による効率的エネルギー利⽤

現在 2015年 2020年 2030年

【社会像】

【⽬ 標】

【社会実装に向けた取組】
□国際展開のための技術開発段階からの国際標準化、基準化、認証ｼｽﾃﾑの推進

エネルギー(4)

エネルギーの効率的な利⽤と、国際展開を
ねらう先端技術を有する社会

⾰新的デバイスによるエネルギー利⽤効率の
向上と、エネルギー消費の削減

【主な取組】

中間段階において達成しておくべき姿（2020年頃）
□インバータ
－SiC等のウエハの⼤⼝径化,⾼耐圧化及びシステム化の実現

□モーター
－現在の磁⽯よりも強い⾼性能新規磁⽯の実現

□情報機器
－10倍程度の電⼒効率のﾉｰﾏﾘｰｵﾌｺﾝﾋﾟｭｰティング技術を実現

□照明・ディスプレイ
－軽い、薄い、割れない、フルHD、超低消費電⼒のｼｰﾄﾃﾞｨｽﾌﾟﾚ

ｲの実⽤化

（続く）

＜インバータ＞
□ 次世代半導体（SiC等）を活⽤したウエハ

およびデバイスの開発
□ 新材料研究開発

（GaN,ﾀﾞｲﾔﾓﾝﾄﾞ等）

□ 次世代半導体（SiC等）を活⽤した
ウエハの⼤⼝径化、⾼耐圧化の実現

□ 次世代半導体を活⽤したインバータの開発
－⾼性能周辺部品開発

□ 同技術による製品の実⽤化

□ 次世代モーター部材の開発
－⾼性能新規磁⽯開発
－低損失軟磁性体開発

□ 次世代モーター部材の開発
－⾼性能新規磁⽯：

現在の磁⽯よりも⾼い強度の達成
－低損失軟磁性体：

モーター損失を削減
□ 新規磁⽯・磁性体によるモーターの開発

□ 同技術による製品の実⽤化

＜モーター＞
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(4)⾰新的デバイスの開発による効率的エネルギー利⽤

現在 2015年 2020年 2030年

エネルギー(4)

【主な取組】 （続き）

○パワーエレクトロニクスデバイスの市場は20兆円に成⻑（2030年）
○モーターへの希少⾦属利⽤量の低減・⾼効率化【関連指標】

＜情報機器＞
□ 超低消費電⼒デバイスの基礎技術開発
－極端紫外光(EUV)による微細化・低消費電

⼒技術開発
－不揮発性素⼦等の開発
－不揮発性素⼦等を利⽤するｿﾌﾄ・ﾊｰﾄﾞの開発
－半導体チップの三次元実装技術の開発

□ 超低消費電⼒光通信の基礎技術開発
－光電⼦ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ回路集積技術開発
－実⽤化技術の開発

□ 超低消費電⼒デバイスの開発
－半導体部分の消費電⼒1/10以下の達成
－デバイスの超低電圧化を実現
－半導体チップの三次元実装技術の実現

□ 超低消費電⼒光通信の開発

□ 同技術による製品を開発・実⽤化

＜照明・ディスプレイ＞
□ 超低消費電⼒型ｼｰﾄﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｲの開発
－ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ基盤ﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｲ要素技術の確⽴
－省エネ有機ELﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｲの開発

□ ⾼効率次世代照明の開発
－新基盤素材の開発
－有機EL照明の実⽤化技術の開発

□ 超低消費電⼒型ｼｰﾄﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｲの技術確⽴
□ ⾼効率次世代照明の開発
－有機EL照明の実⽤化

□ 超低消費電⼒型ｼｰﾄﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｲの実⽤化
□ ⾼効率次世代照明のストックで100%を達成
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(5)⾰新的構造材料の開発による効率的エネルギー利⽤

現在 2015年 2020年 2030年

【社会像】

【⽬ 標】

【社会実装に向けた取組】
□国際展開のための技術開発段階からの国際標準化、基準化、認証ｼｽﾃﾑの推進
□トップランナー基準の推進

エネルギー(5)

エネルギーの効率的な利⽤と、国際展開を
ねらう先端技術を有する社会

＜構造材料＞

【主な取組】

中間段階において達成しておくべき姿（2020年頃）
□構造材料
－輸送機器の構造部材に適⽤
－新材料特性等評価技術の確⽴・標準化

□ 新部素材等技術の基礎研究
－新部素材開発（⾦属系・炭素系等）
－異種材料接合等技術の開発・標準化
－有機系部素材の基礎研究開発
－材料中の希少元素の役割解明

□ 新部素材利⽤技術の開発
－輸送機器開発部位単体における構造軽量
化

□ 新材料特性等評価技術の開発・標準化

□ 新部素材利⽤技術の開発
－現⾏輸送機器における構造軽量化

□ 新材料特性等評価技術の確⽴・標準化

□ 新部素材による製品を実⽤化
－次世代輸送機器への適⽤

○⾰新的材料の⾃動⾞・航空機等への適⽤による、現⾏⽐構造軽量化への貢献
○構造材料への希少⾦属利⽤量の低減

【関連指標】

⾰新的構造材料によるエネルギー利⽤効率
の向上と、エネルギー消費の削減
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